




地域貢献活動

DNPグループの海外現地法人は、様々な地域貢献活動に取り組んでいます。
DNPインドネシアでは、自社のあるカラワン工業団地自治会を通じて、農業が主な産業である近隣社会の生産性を向上し、
自立した社会を築くことを支援するため、ボゴール農科大学のサポートを得ながら、農業・水産・畜産・林業などの技術指導や
技術移転を行う地域貢献プログラム“Telaga Desa Agro-Enviro Education Park”に開設当時から参画し、長年支援を
継続しています。

DNPインドネシア カラワン工場

次世代の発展に向けて

領域｜学術・教育・次世代育成／情報社会の発展

活動テーマ

出張授業・ワークショップ

DNPは次世代を担う子どもたちに、知的好奇心を刺激し学習への興味を増やしたり、社会課題への関心を高めるワーク
ショップを提供することで、社会の持続的な発展につなげていきたいとの思いから、地域の小学校を訪問した出張授業や、
全国各地で子ども向けのワークショップを実施しています。
2022年度は、岩手・東京・神奈川・大阪・岡山・熊本の学校および教育施設13カ所で、905名の方に受講いただきました。

�f �����̃・新宿地区での出張授業「色の不思議」実施の様子 大阪ナレッジキャピタルで大人気の
地球儀づくりワークショップ

DNPのコミュニケーション施設 >

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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開発途上国教育支援（翻訳絵本ボランティア）

世界では、紛争や貧困などさまざまな理由から、絵本を1度も読んだことのない子どもたちが沢山います。DNPは出版印刷と
関わりの深い「本」と接する機会の提供を通じて開発途上国の子どもたちの識字率向上に貢献したいと考え、「絵本を
届ける運動」に参加しています。この活動は、公益社団法人シャンティ国際ボランティア会（SVA）が主催する、日本の絵本に
現地語のシールを貼った翻訳絵本を開発途上国に贈る取り組みです。
2022年度分として104冊、累計で693冊を寄付しています。

 毎年沢山の社員が親子で参加しています  SVAとワークショップを共催し、
社外の方へも参加を呼びかけ

企業訪問・工場見学

DNPは全国の事業所において、DNPの事業や社員の仕事内容を紹介し、児童や生徒のみなさんへ「社会との関わり」や、
「働くことのやりがい」、「夢の実現に向けて努力することの大切さ」といったことをお伝えすることで、キャリア形成の一助とし
ていただくことを目的に、地域の小・中学生の「企業訪問」「工場見学」の受け入れを行っています。
2022年度は、小学校3校（120名）、中学校4校（14名）、高校9校（185名）、大学2校（40名）、合計341名を受け入れました。

工場の社会科見学をする小学生の皆さん 職服を身につけ、職場体験をする中学生

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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高校生向けビジネス教育支援

近年、学校教育では「キャリア教育の充実」が重要なテーマとなっており、生徒たちは企業や各種団体などでの職業体験や
働く社員・職員との対話を通じ、キャリア学習の機会としています。DNPは東京都「商業教育コンソーシアム東京」に参画し、
高等学校へのビジネス教育を実施しています。
2022年度は、東京都立葛飾商業高等学校の生徒35名に受講いただきました。
※2018年からの累計：875名

芸術・文化は、人々に生きる喜びや感動を与える「こころ豊かな社会」の実現になくてはならないものです。DNPグループは、
印刷会社にとって身近なグラフィックアートの分野や、印刷技術を活用した歴史的文化財・絵画などの保存・普及活動を中心に、
芸術・文化の振興を支援していきます。

企画のエキスパート社員による訪問授業の様子 東京都立第四商業高等学校で行われた
最終成果発表会

こころ豊かな社会を目指して

領域｜芸術・文化の振興

活動テーマ

DNPの文化活動 >

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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 発災直後の緊急支援寄付 社員による現地ボランティア活動

社員食堂「復興応援メニュー」提供 DNP出張授業「色の不思議」実施

【特集】DNPグループの東日本大震災復興支援活動10年 444KB >

人道的な立場からも

領域｜人道支援・災害復興支援

活動テーマ

DNPグループの東日本大震災復興支援活動10年

2011年3月11日、宮城県牡鹿半島の三陸沖を震源とする地震に端を発した東日本大震災は、東日本を
中心に多くの方の尊い命を奪い、各地に壊滅的な爪痕を残しました。DNPは、この大災害から被災地が
一刻も早く復旧し、人々が再び住み続けられる持続可能な社会として復興することを願い、「できることを
継続的に」支援を行ってきました。

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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災害復旧・復興支援（寄付）

DNPは「災害復旧・復興支援に関する実施基準」を定め、国内外で起こる大規模災害に対し緊急支援を行っています。具体的
には、支援金を拠出するとともに、社員募金を実施し、被災地支援として寄付をしています。また、被害の程度が甚だしかった
国内の災害については、復興への継続的な支援を行っています。
例えば、支援プログラム「D-スマイルmenu」は、全国の社員食堂で寄付金を料金の一部に含めた「応援メニュー」を提供する
活動です。大規模災害が発生した際には、応援メニューの売上の一部から緊急支援活動に取り組む団体に寄付を行って
います。また、通年で月替わりのメニューでも提供しており、全国の教育格差解消の取り組みへ寄付しています。この月替わり
メニューは、食材をこれまで支援した被災地から購入することで地域への経済的支援にもつなげています。2022年度からは、
企画の位置づけを「よりよい社会づくりにつながるメニュー」として拡充し、人権を保護する活動を支援するメニューの提供も
開始しました。

＜D-スマイルmenu2022年度支援実績＞
・教育格差解消活動：1,624,500円（32,490食分）［支援先］公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン、公益財団法人
あすのば、新宿区立新宿養護学校
・フードバンク支援： 51,450円（1,029食分）［支援先］一般社団法人 全国食支援活動協力会
・トルコ・シリア地震復興支援：181,936円（支援メニュー・募金箱活動）［支援先］特定非営利活動法人 ジャパン・プラット
フォーム

東日本大震災の「復興応援メニュー」の一例

令和元年台風第19号への緊急支援としても
「復興応援メニュー」が提供されました

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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災害復興支援（現地ボランティア）

DNPは社会とともに生きる良き企業市民として、国内外で起こる大規模災害に対して支援を行う使命を持っていると考えて
います。支援の在り方としては、「被災した方々に心を寄せ、どのようなかたちが被災地の方々の支援になるのかを真摯に考
える」という姿勢・気持ちが重要です。そこでDNPは、被災地の現状をよく知るNPOなどと緊密に連携を図りながら、被災地
のニーズや状況に合わせた復興支援活動を継続的に行っています。

東日本大震災の被災地で多くのことを
学んでいます

熊本地震で全壊した小屋の
解体・分別破棄をしました

西日本豪雨の仮設住宅を清掃する社員とその家族

災害復興支援ボランティア
活動実績 607KB 

>

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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難民支援（寄付）

DNPは、世界で1憶1千万人を超えるとされる（2023年5月・国連難民高等弁務官事務所（UNHCR））難民の方々を継続的
に支援していくため、特定非営利活動法人国連UNHCR協会に対し、2022年から5年間、毎年1千万円、計5千万円を寄付
するなどの取り組みを行っています。DNPからの寄付金は、国連UNHCR協会を通じて難民救援活動に充てられます。
また、このほか、「世界難民の日」（6月20日）や「人権週間」（12月4日～10日）等に合わせて、全国の社員食堂で社員からの
寄付金を含めた「応援メニュー」を提供するなど、年間を通じて長期的に難民支援の活動を推進しています。

＜D-スマイルmenu2022年度支援実績＞
・難民支援活動：177,200円（3,544食分）［支援先］国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）／特定非営利活動法人 国連
UNHCR協会

 国連UNHCR協会から贈られた感謝状

国連UNHCR協会 川合事務局長(左)より
感謝状を受け取る杉田常務執行役員(右)

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」

68



2022年度 関連ニュース（2022年4月-2023年3月配信分）

2023年3月9日
トルコ・シリア大地震の被災者支援のためJPFに支援金を寄付 

ニュースリリース 企業市民 人権・労働
>

2023年2月15日
キッザニア甲子園のDNP出展パビリオンが全面リニューアル　2023年３月13日「パッケージング・ラボ」パビリオンがオープン 

企業市民企業情報 サステナビリティ
>

2023年1月31日
東京・市谷の本社地区再開発の一環でDNP市谷加賀町第3ビルを竣工 

>

企業市民サステナビリティ

企業市民サステナビリティ

2022年11月28日
12/3（土）開催の「東京グレートサンタラン2022」に協賛 

>

2022年6月20日
フェアトレード認証製品の社内消費キャンペーンを実施 

>

サステナビリティ

ニュースリリース

企業情報ニュースリリース 企業市民 人権・労働サステナビリティ

2022年6月15日
社員参加で多様な言語のシールを貼った「翻訳絵本」を識字率向上のため開発途上国に寄付 

>
企業市民サステナビリティ

2022年6月9日
難民支援としてUNHCRへ寄付 

>
企業市民サステナビリティ

ニュースリリース 企業市民サステナビリティ2022年4月18日
2025年の大阪・関西万博のテーマ事業「いのちを高める」に協賛 

>

環境 社会（企業市民） ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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ガバナンス

中長期ビジョン >

マネジメントシステム >

DNPの主な取り組み >

中長期ビジョン >

マネジメントシステム >

DNPの主な取り組み >

コーポレート・ガバナンス体制 >

リスクマネジメント＆コンプライアンス >

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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コーポレート・ガバナンス
DNPは、社会の持続可能な発展に貢献し、自身の企業価値を向上させて、あらゆるステークホルダーから信頼される企業となる
ために、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の重要課題であると考えています。
経営についての適切な意思決定や適正かつ迅速な業務執行、並びにそれらを監督・監査する体制を構築し運用するとともに、
社員の研修・教育を徹底し、総合的にコーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう努めています。

コーポレート・ガバナンス報告書（PDF） >

DNPのガバナンス報告書は、日本取引所グループの「東証上場会社情報サービス」「上場会社詳細（コーポレート・
ガバナンス情報）」からご覧いただけます。
上場会社詳細（コーポレート・ガバナンス情報）はこちら

証券コード：7912
JSINコード：JP3493800001
正式名称：大日本印刷株式会社
英訳名：Dai Nippon Printing

>

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス及び内部統制の体制模式図

環境 社会 ガバナンス（コーポレート・ガバナンス） 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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リスクマネジメント＆コンプライアンス

DNPは、社会環境の急変により経営に影響を与える変動要素がますます多様かつ広範囲になるなか、全社のリスクを適切に
評価したうえで中長期的な経営戦略に反映し、事業機会へと変換していくプロセスを強化することが、よりサステナブルな
社会への貢献、ひいてはDNPが標榜する「未来のあたりまえ」につながると考えています。こうした考え方に基づき、上記の
コーポレート・ガバナンス及び内部統制の体制模式図が示す通り、中長期的なリスクを管理し、事業機会の把握や経営戦略
への反映を担う、委員長を代表取締役社長とした「サステナビリティ推進委員会」、自然災害等の有事発生時でも、社員の
安全を確保し生産活動を維持できるよう、企業継続を担保する「BCM推進委員会」、企業継続の基本となる社員のコンプ
ライアンス意識の向上を図り、リスクの低減を図る「企業倫理行動委員会」の3つの委員会が互いに連携し、全社的リスクを
網羅する体制としています。

サステナビリティ・マネジメント >

詳しく見る >

マテリアリティの特定 >

法令と社会倫理の遵守

DNPは、事業活動を遂行するにあたり、社員一人ひとりが単に法令を守るだけでなく、社会が求めている以上の高い倫理観を
持つとともに、常に公正・公平な態度で秩序ある自由な競争市場の維持・発展に寄与することで、社会からの信頼を得ることができると
考えています。DNPは、社会の期待に対応した行動ができるよう、グループ全体に企業倫理の浸透・定着を図っています。

事業継続のための体制構築

事業の存続を脅かすような緊急事態が発生し、事業活動が中断することは、自社だけでなく、顧客や取引先、そこに働く人たちを
はじめ、さまざまなステークホルダーに影響を及ぼすことになります。DNPでは、こうした事態が発生した際に事業活動を早期に
復旧し、事業継続を可能とする強い企業体質の構築をめざして事業継続計画（BCP）を定めています。また、日頃から災害リスクを正
しく認識し、災害時に対応が取れるよう、社員の啓蒙等のさまざまな施策を展開しています。

不測の事態に備えた防災体制

DNPでは、グループ全体の基本的な防災対策を整備・推進する「中央防災会議」、各事業部の特性に合った具体的な防災対策を
推進する「事業部・グループ会社防災会議」、地区ごとに連携した防災対策を推進する「地区防災会議」を設置し、防災計画の作成や
予防対策の推進にあたっています。また、東日本大震災の経験からBCP（事業継続計画）の重要性を再認識し、「災害発生時の
人的安全対策を最優先すること」「会社の災害に対する対応力と復旧力を高めること」を基本に、日ごろから災害リスクを正しく認識
して適切な予防対策を進めています。災害等、不測の事態に対しては、「DNPグループ災害対策基本規程」に基本方針や推進体制
を定め、社員および関係者の安全を確保し、様々なステークホルダーに安心していただけるよう防災対策を進めています。

環境 社会 ガバナンス（コーポレート・ガバナンス） 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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目標値 実績

常設の防災組織 DNPグループ中央防災会議
議長
副議長
事務局
対策部会
・ 人的対策部会
・ 構築物等対策部会
・ 財産保全対策部会
・ 事業活動対策部会
・ 広報対策部会
・ 地域対策部会 

各事業部・グループ会社防災会議
議長
副議長
事務局
対策担当
・ 人的対策担当
・ 構築物等対策担当
・ 財産保全対策担当
・ 事業活動対策担当
・ 広報対策担当
・ 地域対策担当
防火、防災管理者（自衛消防組織）

※事業部・グループ会社ごとに設置
複数の組織により構成される地区には、防災対策の
組織横断的な推進のために地区防災会議も設置 

事業内容及び地域特性を考慮した実践的な
防災対策の推進

DNPグループにおける総合的かつ計画的な
防災対策の整備及び推進

機能と役割

・ 防災業務計画
・ 事業継続計画（BCP）
・ 消防計画

DNPグループ災害対策基本規程
・ DNPグループ防災基本計画
・ DNPグループ大規模地震対策要領
DNPグループ防火・防災管理規程

規程、計画等の整備

各事業部・グループ会社災害対策本部
※各事業部・グループ会社防災会議の組織がその
まま移行し、被災事業場における災害応急対策及び
災害復旧・復興、その他必要な災害対策を統括、
推進 

DNPグループ中央災害対策本部
※DNPグループ中央防災会議の組織がそのまま
移行し、全社的な災害応急対策及び災害復旧・復興、
その他必要な災害対策を統括、推進 

災害発生時の対策組織
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対応するSDGs

達成状況を測る指標および実績

DNPは、会社としてはもちろん、社員の一人ひとりが法令を守ることに加えて、社会が求めている以上の高い倫理観のもとで、
常に公正かつ公平な態度で事業活動を行うことが大切だと考えています。秩序ある自由な競争市場の維持・発展に寄与し、
社会の期待に応える事業活動を続けるため、DNPはグループ全体に企業倫理の一層の浸透・定着を図っていきます。

法令および社会倫理にもとづいて、常に公正かつ公平な態度で、秩序ある
自由な競争市場の維持発展に寄与する。

中長期ビジョン

①毎月1回、年12回実施
②対象部門に対する実施率100%

最新年度実績へ

中長期ビジョン達成状況を測る指標 目標値 実績

①企業倫理行動委員会 ※1の開催回数
②自律的企業倫理研修 ※2の実施率

※1 DNPグループすべての事業活動が適正に行われるよう、コンプライアンス体制を推進するための内部統制統括組織。本社各部を担当する取締役・執行役員で構成し、毎月
18定例的に開催する委員会にて、グループ全体のコンプライアンス体制に関する方針や、各種活動の実施計画の立案、決定をしています。また、実施計画にもとづく体制構築や
運用の総合的な検査・指導、見直しを担っています。

※2 2003年より継続して行っている研修で、各部門のトップが自部門の社員に対し、ビジネスの基盤としての企業倫理について、自部門の業務に沿った内容で取り組むべき課題や
その対応方法を講義します。

マネジメントシステム

マネジメント推進体制および研修

DNPは、コンプライアンスの統括組織として、本社各部門の担当取締役および執行役員で構成する「企業倫理行動委員会
（委員長：代表取締役専務）」を設置しています。また、それぞれの事業部、グループ会社の業務執行部門にも企業倫理行動
委員会を設置し、COSOのフレームワークなどをベースとしたマネジメントに則り、企業倫理の多面的な活動に取り組んでいます。
DNPでは、コンプライアンスに関するマネジメントを進めるうえで「継続性」「自主性」「ポジティブ性」「効率性」を大切にして
います。年間を通じてさまざまな研修をグループ全体に行い、こうした組織風土の醸成、マネジメントの基盤強化を図っています。

公正な事業慣行

環境 社会 ガバナンス（公正な事業慣行） 社外からの評価 GRI内容索引
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人事評価制度の評価処遇項目の前提として企業倫理を据えています。社会の期待に誠実に応える人材の育成に
取り組んでいます。

1 人事評価制度

本社主管部が事業部・グループ会社を共通の指標で評価する制度として2005年に導入し、毎年定期的に実施して
います。

3 コンプライアンス評価制度

社員一人ひとりの意識の高さと正しい理解が、企業倫理への取り組みをより確かなものにするとの考えのもと、
さまざまな教育研修の場を設けています。

4 企業倫理研修

海外拠点における内部通報の制度・仕組みを見直し、多言語に対応した新しい通報窓口として2020年に設置
しました。より迅速かつ適切な対応により、海外拠点のコンプライアンス強化を進めています。

6 グローバル内部通報制度※3

企業倫理にかかわる相談・通報の窓口として2002年に設置しました。2015年に弁護士が相談・通報を受け付ける
外部窓口も設置し、2022年には、公益通報者保護法の改正に合わせ、社内規程を改定して、より安心して相談・
通報できる制度としています。

5 オープンドア・ルーム※3

本社主管部が策定した点検項目を、事業部・グループ会社が自ら点検・評価し、改善に取り組んでいます。“自分の
組織は自分で守る”を合言葉に、1997年から行っています。

2 法・ルールの自主点検
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※3 これらの各相談・通報窓口に提供頂く情報には、人権・労働、贈収賄を含む汚職・腐敗などに関わる問題も含みます。

調達先および委託先の皆様が、DNPグループとの取引において、社員等による法令等の違反行為（または、そのおそれ
がある行為）を認識した場合に、情報を提供していただくための窓口として2009年に設置しました。2022年には、
提供いただく情報の内容を明確にするとともに、退職者等からの通報も受け付けるため、「サプライヤー・ホットライン」
から「コンプライアンス・ホットライン」に名称を変更しています。

7 コンプライアンス・ホットライン※3

>コンプライアンス・ホットラインに関するお問い合わせ

DNPグループ贈収賄防止方針 > 企業倫理遵守へのこれまでの取り組み >

DNPの主な取り組み

法令と社会倫理の遵守に向けた取り組み

2007年、DNPは取締役会で、企業活動において全ての社員がとるべき行動を「DNPグループ行動規範」として制定し、その中で
「法令と社会倫理の遵守」など10の規範項目を定めています。その後も社会環境の変化に合わせて定期的に見直すとともに、階層別
研修等の機会を通じて浸透を図っています。2022年度も、国内外の全グループ社員に対し、「自律的企業倫理研修」を実施しました。
また、社員が万が一不正行為等に遭遇した際、上長や周囲の社員への相談や、自部門だけでは解決できない場合の相談・通報の
窓口として、2002年に「オープンドア・ルーム」を設けました。2015年には、弁護士が相談・通報を受け付けるオープンドア・ルームの
外部窓口を、2020年には、多言語に対応した「グローバル内部通報窓口」を整備し、組織の自浄能力をDNPグループ全体でさらに
適正に機能させるよう努めています。これらの窓口の運用に当たっては、公益通報者保護法を踏まえた「DNPグループ オープンドア・
ルーム運用基準」を策定しており、通報者が安心して相談・通報できる内部通報制度としています。2022年度には同法の改正に対応し、
基準の改定・制度の充実を実施しました。そのほか、社員が抱えるさまざまな悩みを専門家に相談できる「相談室」や、すべてのステーク
ホルダーに向けた「お問合せ窓口」も運用しています。それぞれの窓口等に寄せられた相談や、通報によって顕在化した課題については、
通報者が不利益を被らないよう、情報の機密性や通報者の匿名性を保護した上で、必要な是正措置を取るなど、常に適切に対応して
います。2022年度は、国内外のDNPグループ全体で61件の内部通報を受け付け、その全てに適切かつ誠実に対応するとともに、
必要に応じて再発防止に向けた対策を講じました。
このような取り組みの結果、2022年度も重大な違反行為は認められませんでした。

贈収賄防止の取り組み

近年、企業活動が国・地域を越えて拡大していくなかで、より公正かつ自由な競争市場を確保するため、各国・地域で贈収賄に
対する規制が強化されています。DNPはかねてより、贈収賄その他の不正な手段によって利益を得ることを禁じ、行動規範でも
それを規定しています。この取り組みをさらに強化するため、2018年に「DNPグル―プ贈収賄防止方針」を取締役会で決議し、
「DNPグループ贈収賄防止規程」「贈収賄防止ガイドライン」などの方針・規程類を制定しました。併せて、社外に「贈収賄防止方針」を
開示して、当社の考え方や姿勢を示すとともに、社内に向けては各組織への説明会のほか、全てのDNPグループ社員を対象にeラーニングを
実施するなど、周知・徹底を図っています。同時に、「贈収賄防止自主点検表」に基づき、対象拠点ごとに該当事案の有無、申請手続実績、
教育啓発活動実績等の項目を毎年点検しています。
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2022年9月9日
サプライチェーン全体の価値創出に向けて「パートナーシップ構築宣言」を発信

ニュースリリース サステナビリティ

適正な納税について

DNPグループは、各国・地域の租税関連法令等及び社会倫理を遵守し、適正な納税をすることで、各国・地域の経済及び
社会の発展に貢献していきます。

パートナーシップ構築宣言

DNPは、サプライチェーン全体の取引先やスタートアップを含む多様な企業・団体等との取引において、全社員が高い倫理観に
もとづいた誠実な行動をとるよう、「パートナーシップ構築宣言」を宣言しています。

2022年度 関連ニュース（2022年4月-2023年3月配信分）

DNPグループ税務方針 >

マルチステークホルダー方針

DNPが社会とともに持続的に成長していくためには、従業員や取引先をはじめとするあらゆるステークホルダーとの信頼関係の
構築が重要であるという認識のもと、マルチステークホルダー方針を策定しました。

マルチステークホルダー方針 417KB >

パートナーシップ構築宣言140KB >

※[パートナーシップ構築宣言]
経団連会長、日商会頭、連合会長及び関係大臣（内閣府、経産省、厚労省、農水省、国交省）をメンバーとする「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」において創設。
サプライチェーン全体の取引先や価値創造を図る事業者等との連携・共存共栄を進めることで、新しいパートナーシップを構築することを社内外に明確に示すものです。

>

2022年7月1日
公益通報者保護法改正に対応して内部・外部からの通報制度を改定

サステナビリティ 公正な事業慣行
>

公正な事業慣行

政治献金、反社会的勢力への対応について

DNPは、政治的な中立を保つため、直接・間接を問わず、政治献金を行わないことを基本方針としています。2022年度までの
過去3年間でも、政治献金を行った事例はありませんでした。また、社会的秩序や健全な活動に悪影響を与える反社会的勢力への
不適切な利益供与を禁止しています。

国/地域
日本

アジア

その他

114

11

12

136

83.44%

7.82%

8.73%

100.00%

納付税額 構成比

地域別納税額（2022年3月期） （単位：億円）

合計
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DNPが社会とともに持続的に成長していくためには、ステークホルダーである「株主・投資家」「顧客」 「サプライヤー」「地域社会」
「社員」等との信頼構築が不可欠であると考えています。自らの事業内容 や企業活動について、あらゆるステークホルダーに正しく
理解していただくために、さまざまな情報を積極的に開示し、説明責任を果たします。また、DNP自身がどのように見られているかを
正しく認識するために、しっかりとステークホルダーとの「対話」を深め、「対話」から得られた課題や期待に真摯に応えていくことで、
信頼される企業を目指していきます。

サステナビリティに関するDNPの取り組みについて、広くステークホルダーの皆さまに報告するために、ウェ ブサイトや各種報告
書（PDF）等による適時・適切な情報開示を行っています。

株主・投資家の皆さまに向け「IR情報」サイトを設け、
情報の適時・適切な開示を行います。

重点テーマ：公正な事業慣行

情報の適正な開示

DNPグループの情報開示について
ウェブサイト「IR情報」

情報開示体系

非財務情報をより詳細にお伝えするために 「サステナ
ビリティ」サイトを設け、サステナビリティ情報の適時・
適切な開示を行います。

ウェブサイト「サステナビリティ」

持続可能な価値創造に向けて、財務と非財務の資本を
統合的に活かしていく成長戦略と事業活動について、
年1回報告します。

統合報告書

環境マネジメントについては、年度毎の活動内容を
PDFにまとめ、「DNPグループ環境報告書」として報告
します。

環境報告書

ディスクロージャーポリシー >

情報開示の範囲

■報告対象期間：2022年度（2022年4月1日から2023年3月31日まで）の活動を中心に、一部それ以前からの取り
組みや、直近の活動報告も含んでいます

■報告対象範囲：DNPグループの全社・全部門。本サイトでは「DNP」はDNPグループを表しており、特に、大日本印刷
株式会社と区別しています。また、グループを強調したい文章では「DNPグループ」と表記しています。
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GRI内容索引 >

参考にしたガイドラインなど

国連「グローバル・コンパクト」、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」、国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレー
ムワーク」、金融安定理事会（FSB）「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」、 経済産業省「価値協創のための統合
的開示・対話ガイダンス」、環境省「環境報告ガイドライン2018年版」、社会的責任に関する国際規格ISO26000、GRIスタン
ダード、SASBスタンダード

コミュニケーションツールの充実

DNPは、社員一人ひとりが日々さまざまなステークホルダーとのコミュニケーションを進めていくなかで、しっかりとステーク
ホルダーとの「対話」を深めるとともに、自ら進んで正しい情報を適時・適切に提供していくため、さまざまなコミュニケーション
手段やコミュニケーションツールの充実を図っています。

目標値ステークホルダー 実績

株主・投資家 ・株主総会
・機関投資家・アナリスト向け決算説明会
・機関投資家・アナリスト向けサステナビリティ説明会 
・機関投資家・アナリスト向け個別 ミーティング
など 

・統合報告書　・株主通信
・決算短信　・決算説明会資料
・ウェブサイト
など 

顧客（企業・生活者） ・商談による情報交換
・DNP独自施設「P&Iラボ」
・セミナー、イベント、展示会
・コンプライアンス・ホットライン
など 

・会社案内、各種パンフレット
・「SDGsコンセプトブック」
・ウェブサイト
など 

社員 ・労使協議
・社員意識調査
・DNP価値目標制度（DVO制度）
・各種相談室
・相談・通報用「オープンドア・ルーム」
など 

・グループビジョン、行動規範
・イントラネット、社内サイネージ
・グループ報
など 

取引先 ・商談や監査時の情報交換
・CSR調達ガイドライン遵守状況調査
・コンプライアンス・ホットライン
など 

・各種ガイドライン（CSR調達ガイドラインなど）
・ウェブサイト
など 

地域社会 ・企業・工場見学　・住民説明会 
・コミュニケーション施設
・地域貢献活動
など 

・各種活動の資料
・ウェブサイト
など 
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DNPは、企業や生活者などからお預かりする情報資産や自らの情報資産を利活用するなかで培ってきた情報セキュリティの技術・ノ
ウハウを強みとし、安全で信頼性が高い製品・サービスを通じて新しい価値を提供していきます。

情報セキュリティ

個人情報をはじめ、多くの情報資産を取り扱う企業の社会的責務として、情報
資産の管理と保護のため、万全なセキュリティを確保する。

対応するSDGs

達成状況を測る指標および実績

中長期ビジョン

①事業部門・グループ会社に対する実施率
100%

②対象部門に対する実施率100%
③対象部門による受講率100%
④対象サイトに対する実施率100%

最新年度実績へ

中長期ビジョン達成状況を測る指標 目標値 実績

①情報セキュリティコンプライアンス評価の実施率
②担当役員による個人情報等重点対策実施部門の検査・指導の
実施率

③情報セキュリティ教育・研修の受講率
④インターネット公開サイトのセキュリティ脆弱性テスト実施率

マネジメントシステム

マネジメント推進体制

1999年に個人情報保護事務局を設置して以来、国内外で環境変化への対応と、一層の情報セキュリティ施策の強化を図っ
てきました。現在は全社の統括組織として、本社に情報セキュリティ委員会、情報セキュリティ本部を設置し、事業部・グルー
プ会社への検査・指導を実施しています。同委員長は本社担当常務執行役員が務めています。また、事業主体となる事業
部・グループ会社それぞれに情報セキュリティ委員会を置き、委員長、個人情報管理責任者(ともに各組織の長が担当)のも
とに、教育、セキュリティ区域対策、情報システム対策など、課題ごとに責任者や点検責任者を任命しています。海外グルー
プ会社においても、情報セキュリティ委員会設置を2015年より進めています。
また、2021 年 10  月に、サイバーセキュリティの対応組織としてDNP  シーサート（DNP  Compu te r  Secu r i t y  
Incident Response Team）を本社に設立し、不測事態（インシデント）発生時の事業継続性を維持しています。

DNPはこうしたマネジメント推進体制のもと、「組織的対策」「人的対策」「物理的・技術的対策」を柱として、情報セキュリ
ティ関連の施策を進めています。

DNPグループ情報セキュリティ基本方針 > DNPグループ個人情報保護方針 >

環境 社会 ガバナンス（情報セキュリティ） 社外からの評価 GRI内容索引
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組織的対策

社内規定・ルールの整備
個人情報保護については、個人情報保護方針・規程の整備とともに、DNPグループ内での具体的な基準に関する共通ルールを
制定しています。情報セキュリティについては、情報セキュリティ基本方針、情報セキュリティ基本規程を整備し、このもとに
文書管理、コンピューター利用、外部者立入禁止区域、教育、ウェブサイト、ソーシャルメディアなど10の基準を定めています。
新たな脅威、リスクなどへの対応については、速やかな通達、ルール制定・改訂を行い、周知徹底をしています。

マネジメントシステムの確立
大日本印刷株式会社は、日本産業規格「個人情報保護マネジメントシステム要求事項」(JISQ15001)に適合した事業者として、
2008年7月にプライバシーマークを取得し、法令遵守を徹底するとともに、同規格に準拠したマネジメントシステムの確立を推進
しています。また、事業活動上、個人情報を取り扱うすべての事業部・グループ会社で、プライバシーマークや、ISO/IEC27001の
認証取得を積極的に進めています。

プライバシーマーク
・ISO/IEC27001(JISQ27001)認証取得状況

>

環境 社会 ガバナンス（情報セキュリティ） 社外からの評価 GRI内容索引
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人的対策

人材育成による情報セキュリティの強化
DNPは、全社員を対象にした教育・研修と、特に情報セキュリティの強化を担当する人材に対する教育・研修を継続的に行って
います。また、日本語を含む10カ国語の教材を作成し、全社員に教育の徹底を図っています。情報セキュリティの強化を担当する
人材には、集合研修による養成講座を実施し、個人情報保護に関するコンサルティングを行うグループ会社「株式会社シーピー
デザインコンサルティング」が、DNPの製品やサービスを題材に実践的なワーキング学習を行っています。
また、 社員各自の通常業務に携わりながら、必要かつ十分なセキュリティ対策を実現できる能力を保有する“プラス・セキュリティ
人材”の育成に向けて、メールアドレスを保有する国内・海外の約3万人のDNPグループ全社員に対し、サイバーセキュリティの
教育プログラムを実施しています。

物理的・技術的対策

個人情報取り扱い部署での対策
個人情報などを扱う電算処理室などでは、生体認証での入退場管理による部外者の侵入防止、監視カメラの設置による不正
行為の牽制、ポケットのない作業着着用によるデータなどの持ち出し防止、記憶媒体の書き出し場所の分離、金属探知機を
用いた検査、アクセスログの取得・確認、データ記憶媒体に書き出す作業員の少数化などの対策を実施し、管理をより強化して
います。

環境 社会 ガバナンス（情報セキュリティ） 社外からの評価 GRI内容索引
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ICカード社員証を利用した各拠点における対策
DNPは、ICカード社員証を利用したさまざまな情報セキュリティ対策を進めています。社員証を使ってビルや工場に出入りするセ
キュリティゲートシステムの導入拠点を増やしています。また、複合機の出力時に社員証による認証を必要とすることで、管
理者が利用ログをサーバーで一元管理できる機能を追加しています。

情報の安全な受け渡しへの取り組み
社員が電子メールをグループ外に発信する際、誤送信による情報漏洩を防ぐため、宛先確認、送信の一時保留などの機能を
持つメール誤送信防止ツールを導入しています。また、顧客企業との個人情報の受け渡しをネットワーク経由で安全に行う
システムを運用しています。

ウェブサイト関連の脆弱性対策
DNPグループが運営する個人情報取り扱い用のインターネットサーバーすべてに対し、年2回、脆弱性検査を実施し、より安全で
強固なウェブサイトの構築・運営を行っています。
また、サイバーセキュリティに関するリスクを各種データから客観的に評価・分析して可視化するレーティングサービスを導入し、
継続的にモニタリングを実施しています。

業界における情報セキュリティへの取り組みを推進

印刷業界全体の個人情報保護に関するレベルアップを図るため、高度な専門知識を有する社員を一般社団法人日本印刷産業
連合会情報セキュリティ部会個人情報保護ワーキンググループに派遣し、個人情報保護の手引き、Q&A、教材などの策定・作成に
参画しています(2004年より2名専属)。

DNPの主な取り組み

サイバー攻撃への対応

DNPシーサートによる対応
DNPシーサートは、サイバーセキュリティ全般を担う統括組織として、セキュリティ強化の基本機能に加え、国内外のグループ全
体に対して以下の活動を実施していきます。

・ICT インフラを可視化し、セキュリティ脆弱性情報に基づく対策指示と適用状況確認を実施
・不測事態（インシデント）発生時の対策設計と習熟
・不測事態（インシデント）発生時の各組織への指示と支援
・サイバーセキュリティに関する教育・演習・啓発
・内閣サイバーセキュリティセンターや日本シーサート協議会等の外部機関との連携
・サイバーリスク保険の加入・適用

ゼロトラストネットワークの導入
近年は、DXの推進や外部クラウドの利用のほか、コロナ禍で加速したテレワーク導入など、企業活動や人々の暮らしが急速
に変化しています。DNPはこうした変化を受け、デジタルネットワーク利用の安全性を高めるため、「何も信頼しない」という
セキュリティの考え方である「ゼロトラストネットワーク」を導入し、インターネットアクセスの安全性の強化とパソコンやサー
バ等の端末ごとのエンドポイントのセキュリティを強化しました。
引き続き、ゼロトラストの全体像を把握し、アクセス制御、脆弱性管理の強化を行うとともに、24時間365日の監視体制の
整備など、ゼロトラストの成熟度を高め、グローバルでのセキュリティ対策強化に取り組んでまいります。

環境 社会 ガバナンス（情報セキュリティ） 社外からの評価 GRI内容索引
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標的型攻撃メールへの対策訓練
標的型攻撃メールは10年以上前からある手口ですが、最近はメールの内容がより巧妙化しており、国内外で大きな脅威になって
います。これに対してDNPは、海外グループ会社を含め、会社のメールアカウントを持つ全社員等を対象に、年4回の訓練を実施
しています。本訓練により、社員が標的型攻撃の特徴を理解し、攻撃メール受信時の適正な対処方法を習得するとともに、標的
型攻撃による被害を未然に防止し、情報漏えい等の被害を最小限にとどめています。

サイバー攻撃対策要員の実践型育成

グループ会社のサイバーナレッジアカデミーは、サイバーセキュリティ先進国であるイスラエルの企業、イスラエル・エアロスペース・
インダストリーズ（IAI）の訓練システム「TAME Range」を導入し、典型的な攻撃手法から最新のインシデントまで、多様な事例を
取り入れた講義・演習を実施しています。

これまでに、DNPグループの対象社員に加え、官公庁をはじめ情報通信・航空・電力業界など約280団体、7,200名以上のセキュリ
ティ担当者に講義と訓練・各種演習を実施し、サイバーセキュリティのスペシャリストを育成しています。 （2023年5月時点）

環境 社会 ガバナンス（情報セキュリティ） 社外からの評価 GRI内容索引
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情報セキュリティマネジメントのグローバル展開

従来、各海外拠点で個別に利用していたシステムから、クラウドを最大限活用した共通のシステムに移行することで、ガバナンスの
強化を図っています。これにより、それぞれ環境・文化の異なる国内外の拠点において、DNPグループとしてのセキュリティ基準に準
拠していきます。
また、海外グループ会社の情報セキュリティ・マネジメント推進のため、日本語を含む10カ国語で教育ツールを独自に作成し、社員の
情報セキュリティリテラシー向上への取り組みをグローバルで展開しています。

2022年度 関連ニュース（2022年4月-2023年3月配信分）

2023年1月17日
社内基幹システムのクラウド移行により“攻めのIT”を推進 

ニュースリリース
>

2022年12月8日
「Cyber Index Awards 2022」で特別賞を受賞 

>

2022年9月20日
プラス・セキュリティ人材育成に向けた教育プログラムを全社員に実施 

>

サステナビリティ 情報セキュリティ

情報セキュリティニュースリリース サステナビリティ

製品・サービスサステナビリティ 情報セキュリティ 認証・セキュリティ
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重点テーマ：情報セキュリティ

プライバシーマーク取得状況

プライバシーマーク・ISO/IEC27001(JISQ27001)認証 取得状況

■大日本印刷（株）

■（株）DNP四国

■（株）DNPメディア・アート

■（株）DNPグラフィカ

■（株）DNPコミュニケーションデザイン

■（株）DNPデータテクノ

■（株）エヌビーシー

■（株）インテリジェント ウェイブ

■（株）DNPメディアサポート

■（株）DNPプランニングネットワーク

■（株）DNPメトロシステムズ

■（株）DNPデジタルソリューションズ

■（株）DNPエスピーイノベーション

■（株）DNPフォトイメージングジャパン

■（株）DNPホリーホック

■（株）ライフスケープマーケティング

■（株）DNP情報システム

■（株）DNPロジスティクス

■教育出版（株）

■丸善雄松堂（株）

■（株）図書館流通センター

■（株）トゥ・ディファクト

■（株）モバイルブック・ジェーピー

（2022年11月8日現在）
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ISO/IEC27001(JISQ27001)認証取得状況

■大日本印刷（株）　情報イノベーション事業部　（株）DNPデータテクノ

■大日本印刷（株）　上福岡工場(フォトマスク)

■大日本印刷（株）　教育ビジネス本部システム企画開発部

■（株）DNPデジタルソリューションズ　DNP柏データセンター

■（株）DNPメトロシステムズ(ICTシステム本部)

（2023年7月20日現在）

環境 社会 ガバナンス（情報セキュリティ） 社外からの評価 GRI内容索引
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DNPは、持続可能な社会の発展に向けた取り組みを積極的に推進している企業グループとして、さまざまな外部機関より評価されて
います。

DNPは、あらゆる事業活動を通じて企業の社会的責任に配慮するよう努めています。その取り組みが評価され、国内外のESGイン
デックスに投資対象として組み入れられています。

社外からの評価

ESGインデックスへの組み入れ状況(2023.07現在)

ロンドン証券取引所の100%出資子会社である英国FTSE 
Russell社が、世界の企業の中から、ESG（環境、社会、ガバナン
ス）に優れた企業を銘柄として選定する株式指標。
DNPは、2000年より23年連続で選定されています。

FTSE4Good Global Index

環境、社会、ガバナンス（ESG）について優れた対応を実践して
いる日本企業のパフォーマンスを測定するために設計された、ESG
全般を考慮した「統合型」指数です。

FTSE Blossom Japan Index

FTSE Russell 社の ESG 評価を中心に、特に温室効果ガス
排出量の多い企業については、気候ガバナンスと気候変動に関
する取り組みが評価される企業のみが組み込まれています。

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

米国MSCI(Morgan Stanley Capital International) 社が、
時価総額上位銘柄 の中から、ESG評価に優れた企業を選別し
て構築される株式指数です。THE INCLUSION OF Dai Nippon Printing IN ANY 

MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, 
TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX 
NAMES HERE IN ,  DO NOT CONST I TUTE A  
S P O N S O R S H I P ,  E N D O R S E M E N T  O R  
PROMOTION OF Dai Nippon Printing BY MSCI 
OR  ANY  OF  I T S  A F F I L I AT ES .  T HE  MSC I  
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF 
MSCI .  MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE 
MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

MSCI ESG Leaders indexes

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引
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欧州で多数の証券取引所等を運営するEuronext社 (オランダ) 
と、ESG調査会社であるVigeo Eiris社 (フランス・英国) による
指標です。欧州、北米、アジアパシフィック地域における、ESGの
観点で優れた企業上位120社で構成されています。

Euronext Vigeo Eiris World 120 Index

ジェンダー・ダイバーシティ・ポリシーが企業文化として浸透して
いる企業や、ジェンダーに関係なく従業員に対し平等な機会を
約束している企業に重点を置いて構築された株価指数です。

Morningstar 日本株式 
ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数

S&Pダウ・ジョーンズと東京証券取引所が開発したインデックス
で、環境情報の開示状況、炭素効率性（売上高当たり炭素排出
量）の水準により構成銘柄の投資ウエイトが決められます。

S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数

SOMPOアセットマネジメント株式会社が独自に作成する、 ESG
の評価が高い企業に幅広く投資するインデックスで、約300社
から構成されています。
DNPは2012年度に運用が開始されて以降、12年連続で選定さ
れています。

SOMPOサステナビリティ・インデックス

MSCI ジャパンIMI トップ700 指数構成銘柄の中から、女性活
躍推進法により開示される女性雇用に関するデータに基づき、
MSCIがさまざまな性別多様性スコアを算出し、業種内で優れた
企業を選別して構築される指数です。

MSCI日本株女性活躍指数 (WIN)

THE INCLUSION OF Dai Nippon Printing IN ANY 
MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, 
TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX 
NAMES HERE IN ,  DO NOT CONST I TUTE A  
S P O N S O R S H I P ,  E N D O R S E M E N T  O R  
PROMOTION OF Dai Nippon Printing BY MSCI 
OR  ANY  OF  I T S  A F F I L I AT ES .  T HE  MSC I  
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF 
MSCI .  MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE 
MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

MSCI ジャパンIMI トップ700 指数構成銘柄の中から、ESG 
評価に優れた企業を選別して構成される指数です。

MSCIジャパン
ESGセレクト･リーダーズ指数

THE INCLUSION OF Dai Nippon Printing IN ANY 
MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, 
TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX 
NAMES HERE IN ,  DO NOT CONST I TUTE A  
S P O N S O R S H I P ,  E N D O R S E M E N T  O R  
PROMOTION OF Dai Nippon Printing BY MSCI 
OR  ANY  OF  I T S  A F F I L I AT ES .  T HE  MSC I  
INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF 
MSCI .  MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES 
AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE 
MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引
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DNPのサステナブルな取り組みに対して、社外の組織・団体からいただいたご評価の一部をご紹介いたします。

サステナビリティに関する評価(2023.07現在)

その他のご評価・受賞履歴の一覧は以下の通りです。

その他のご評価・受賞履歴

気候変動などの環境分野に取り組む国際的な非営利団体CDP
（本部:イギリス、ロンドン）が、企業のサプライチェーン全体での
気候変動や温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）排出量削
減への取り組みについて調査・評価するものです。
DNPは2023年3月、サプライヤーエンゲージメント評価におい
て、最高評価のリーダーボードに4年連続で選出されました。ま
た、2022年12月には気候変動調査で「Aリスト企業」に認定され
ました。

CDP

企業の持続可能性を評価するEcoVadis社（本社:フランス）によ
る調査で、 「環境」「労働と人権」「倫理」「持続可能な資材調達」
の4分野で企業を評価します。DNPは、2023年も昨年に引き続
きシルバー評価を獲得しています。

EcoVadis

経済産業省と東京証券取引所が、デジタル技術を前提にビジネ
スモデルなどを抜本的に変革し、新たな成長・競争力強化につな
げていく「デジタルトランスフォーメーション（DX）」に取り組む企
業を「DX 銘柄」として選定しています。

DX銘柄

受賞履歴 >

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引
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GRI内容索引
［利用に関する声明］DNPグループは、GRIスタンダードを参照し、当該期間2022年4月1日-2023年3月31日について、本GRI内容
索引に記載した情報を報告する。
［利用したGRI１］GRI 1： 基礎 2021

GRI 2: 一般開示事項 
2021
>

GRI 3: マテリアルな項目 
2021
>

GRI 200: 経済

>

GRI 300: 環境

>

GRI 400: 社会

>

GRI 2: 一般開示事項 2021

GRI 2: 一般開示事項 2021 －

開示事項 掲載場所

2-1 組織の詳細 会社概要
DNPグループ・拠点
海外拠点

2-2 組織のサステナビリティ報告の対象となる事業体 会社概要
DNPグループ・拠点
海外拠点
有価証券報告書（第129期）P6-13

2-3 報告期間、報告頻度、連絡先 情報の適正な開示
統合報告書2023　P6、106-107
環境報告書2023　P2
有価証券報告書（第129期）P1
IRスケジュール
お問い合わせ

2-5 外部保証 環境報告書2023　P39
環境　独立保証報告書

2-6 活動、バリューチェーン、その他の取引関係 事業領域
製品・サービス
責任ある調達
サプライヤーの皆さまへ
統合報告書P62-63

2-7 従業員 DNPの人的資本に関する主要データ
統合報告書P90
有価証券報告書（第129期）P14-15

2-8 従業員以外の労働者 DNPの人的資本に関する主要データ
有価証券報告書（第129期）P14-15

2-4 情報の修正・訂正記述 ー

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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2-9 ガバナンス構造と構成 コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P7-13
統合報告書2023　P64-71
サステナビリティ・マネジメント

2-10 最高ガバナンス機関における指名と選出 コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P2
統合報告書2023　P64-71

2-11 最高ガバナンス機関の議長 コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P2
統合報告書2023　P64-71

2-12 インパクトのマネジメントの監督における
最高ガバナンス機関の役割

コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P2
サステナビリティ・マネジメント
統合報告書2023　P57
環境報告書2023　P10-11
公正な事業慣行（マネジメントシステム）

2-13 インパクトのマネジメントに関する責任の移譲 コーポレート・ガバナンス
サステナビリティ・マネジメント
統合報告書2023　P57
環境報告書2023　P10-11
公正な事業慣行（マネジメントシステム）

2-14 サステナビリティ報告における最高ガバナンス機関の役割 コーポレート・ガバナンス
サステナビリティ・マネジメント
統合報告書2023　P12-13

2-15 利益相反 コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P7-13
有価証券報告書（第129期）P45
統合報告書2023　P64-71

2-16 重大な懸念事項の伝達 コーポレート・ガバナンス
サステナビリティ・マネジメント
統合報告書2023　P57
公正な事業慣行（マネジメントシステム）

2-17 最高ガバナンス機関の集合的知見 コーポレート・ガバナンス
統合報告書2023　P64-67

2-18 最高ガバナンス機関のパフォーマンス評価 コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P3
統合報告書2023　P69-71

2-19 報酬方針 コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P10
有価証券報告書（第129期）P60-62
統合報告書2023　P74-76

2-20 報酬の決定プロセス コーポレート・ガバナンス報告書（2023年6月29日）P10
有価証券報告書（第129期）P60-62
統合報告書2023　P74-76

2-21 年間報酬総額の比率 ー

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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2-22 持続可能な発展に向けた戦略に関する声明 トップメッセージ
サステナビリティ・メッセージ
統合報告書2023　P8-11
環境報告書2023　P4

2-23 方針声明 グループビジョン/ブランドステートメント/行動規範
DNPの考えるCSR「3つの責任」
サステナビリティ・メッセージ
人権方針
CSR調達ガイドライン
方針・基準・データ

2-24 方針声明の実践 公正な事業慣行
人権・労働(人権への取り組み)
責任ある調達

2-25 マイナスのインパクトの是正プロセス コーポレート・ガバナンス
サステナビリティ・マネジメント
公正な事業慣行
人権・労働（人権への取り組み）
人権・労働（人財への取り組み）
環境
環境報告書2023　P10-11
責任ある調達
製品の安全性と品質
情報セキュリティ

2-26 助言を求める制度および懸念を提起する制度 公正な事業慣行
人権・労働（人権への取り組み）
コンプライアンス・ホットラインへの情報提供について

2-27 法規制遵守 公正な事業慣行（DNPの主な取り組み）
環境報告書2023 P14

2-28 会員資格を持つ団体 サステナビリティ・マネジメント
統合報告書2023 P57-61
環境報告書2023　P5-8
社外からの評価
情報セキュリティ（DNPの主な取り組み）
知的財産活動（活動の概要）

2-29 ステークホルダー・エンゲージメントへのアプローチ 情報の適正な開示

2-30 労働協約 有価証券報告書（第128期）P14-15
人権・労働（労使関係）

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」

93



GRI 3: マテリアルな項目 2021

GRI 3: マテリアルな項目 2021 －

開示事項 掲載場所

3-1 マテリアルな項目の決定プロセス 統合報告書2023 P12-13
マテリアリティの特定
サステナビリティ・マネジメント

3-2 マテリアルな項目のリスト 統合報告書2023 P12-13
マテリアリティの特定
サステナビリティ・マネジメント
有価証券報告書（第129期）P16-21

3-3 マテリアルな項目のマネジメント サステナビリティ・マネジメント
コーポレート・ガバナンス
公正な事業慣行
人権・労働（人権への取り組み）
人権・労働（人財への取り組み）
DNPの人的資本に関する主要データ
環境
環境報告書2023　P9-16
責任ある調達
製品の安全性と品質
情報セキュリティ

GRI 200: 経済 

GRI 201: 経済パフォーマンス 2016 －

開示事項 掲載場所

201-1 創出、分配した直接的経済価値 有価証券報告書（第129期）P2
企業市民（DNPの主な取り組み）
DNPの人的資本に関する主要データ

201-2 気候変動による財務上の影響、その他のリスクと機会 統合報告書2023　P57
環境報告書2023　P.7

201-3 確定給付型年金制度の負担、その他の退職金制度 有価証券報告書（第129期）P105

201-4 政府から受けた資金援助 ー

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 202: 地域経済での存在感 2016 －

開示事項 掲載場所

202-1 地域最低賃金に対する標準新人給与の比率（男女別） ー

202-2 地域コミュニティから採用した上級管理職の割合 ー

GRI 204: 調達慣行 2016 －

開示事項 掲載場所

204-1 地元サプライヤーへの支出の割合 ー

GRI 206: 反競争的行為 2016 －

開示事項 掲載場所

206-1 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により受けた法的措置 公正な事業慣行

GRI 203: 間接的な経済的インパクト 2016 －

開示事項 掲載場所

203-1 インフラ投資および支援サービス 企業市民（DNPの主な取り組み）

203-2 著しい間接的な経済的インパクト ー

GRI 205: 腐敗防止 2016 －

開示事項 掲載場所

205-1 腐敗に関するリスク評価を行っている事業所 公正な事業慣行

公正な事業慣行

公正な事業慣行

205-2 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修

205-3 確定した腐敗事例と実施した措置

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 207: 税金 2019 －

開示事項 掲載場所

207-1 税務へのアプローチ DNPグループ税務方針
公正な事業慣行

DNPグループ税務方針
公正な事業慣行

207-2 税務ガバナンス、管理、およびリスクマネジメント

ー207-3 税務に関連するステークホルダー・エンゲージメント
および懸念への対処

公正な事業慣行（DNPの主な取り組み）207-4 国別の報告

GRI 300: 環境

GRI 301: 原材料 2016 －

開示事項 掲載場所

301-1 使用原材料の重量または体積 環境報告書2023 P18

301-2 使用したリサイクル材料 ー

301-3 再生利用された製品と梱包材 ー

GRI 302: エネルギー 2016 －

開示事項 掲載場所

302-1 組織内のエネルギー消費量 環境報告書2023 P18
環境報告書2023 P33

302-2 組織外のエネルギー消費量 環境報告書2023 P24

302-3 エネルギー原単位 環境報告書2023 P33

302-4 エネルギー消費量の削減 環境報告書2023 P33

302-5 製品およびサービスのエネルギー必要量の削減 環境報告書2023 P20
環境報告書2023 P22-24

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 303: 水と廃水 2018 －

開示事項 掲載場所

303-1 共有資源としての水との相互作用 環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P27

環境報告書2023 P9
環境報告書2023 P14
環境報告書2023 P17-19
環境報告書2023 P27-28

環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P27

303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント

303-3 取水

環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P27

303-4 排水

環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P27

303-5 水消費

GRI 305: 大気への排出 2016 －

開示事項 掲載場所

305-1 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） 環境報告書2023 P6
環境報告書2023 P17
環境報告書2023 P22
環境報告書2023 P24

GRI 304: 生物多様性 2016 －

開示事項 掲載場所

304-1 保護地域および保護地域ではないが生物多様性価値の
高い地域、もしくはそれらの隣接地域に所有、賃借、管理している
事業サイト

環境
環境報告書2023 P31

環境報告書2023 P31304-2 活動、製品、サービスが生物多様性に与える著しいインパクト

環境報告書2023 P31304-3 生息地の保護・復元

ー304-4 事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリスト
ならびに国内保全種リスト対象の生物種

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 306: 廃棄物 2020 －

開示事項 掲載場所

306-1 廃棄物の発生と廃棄物関連の著しいインパクト 環境報告書2023 P6
環境報告書2023 P9
環境報告書2023 P17-19
環境報告書2023 P25-26

環境報告書2023 P6
環境報告書2023 P9-13
環境報告書2023 P17-19
環境報告書2023 P25-26

306-2 廃棄物関連の著しいインパクトの管理

環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P25-26

306-3 発生した廃棄物

環境報告書2023 P18
環境報告書2023 P25-26

306-4 処分されなかった廃棄物

環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P25-26

306-5 処分された廃棄物

305-2 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） 環境報告書2023 P6
環境報告書2023 P17
環境報告書2023 P22
環境報告書2023 P24

305-3 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ3） 環境報告書2023 P6
環境報告書2023 P24

305-4 温室効果ガス（GHG）排出原単位 環境報告書2023 P19
環境報告書2023 P33

305-5 温室効果ガス（GHG）排出量の削減 環境報告書2023 P6
環境報告書2023 P17-19
環境報告書2023 P22-24

305-6 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 環境報告書2023 P29

305-7 窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、
およびその他の重大な大気排出物

環境報告書2023 P18-19
環境報告書2023 P29

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 308: サプライヤーの環境面のアセスメント 2016 －

開示事項 掲載場所

308-1 環境基準により選定した新規サプライヤー 責任ある調達

責任ある調達308-2 サプライチェーンにおけるマイナスの
環境インパクトと実施した措置

GRI 400: 社会

GRI 401: 雇用 2016 －

開示事項 掲載場所

401-1 従業員の新規雇用と離職 DNPの人的資本に関する主要データ

DNPの人的資本に関する主要データ
統合報告書2023　P62-63

401-2 正社員には支給され、非正規社員には支給されない手当 ー

401-3 育児休暇

GRI 403: 労働安全衛生 2018 －

開示事項 掲載場所

403-1 労働安全衛生マネジメントシステム 労働安全衛生

労働安全衛生

労働安全衛生
統合報告書2023　P46
統合報告書2023　P62-63

403-2 危険性(ハザード)の特定、リスク評価、事故調査

403-3 労働衛生サービス

GRI 402: 労使関係 2016 －

開示事項 掲載場所

402-1 事業上の変更に関する最低通知期間 ー

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」

99



403-4 労働安全衛生における労働者の参加、
協議、コミュニケーション 

人権・労働（労使関係）
労働安全衛生

403-5 労働安全衛生に関する労働者研修 労働安全衛生
研修プログラム

403-6 労働者の健康増進 労働安全衛生（健康保持増進の取り組み）

403-7 ビジネス上の関係で直接結びついた労働安全衛生の
影響の防止と緩和

労働安全衛生（労働災害防止の取り組み）
DNPの人的資本に関する主要データ
統合報告書2023　P62-63

403-8 労働安全衛生マネジメントシステムの対象となる労働者 労働安全衛生
DNPの人的資本に関する主要データ
有価証券報告書（第129期）P14
統合報告書2023　P90

403-9 労働関連の傷害 労働安全衛生
DNPの人的資本に関する主要データ

403-10 労働関連の疾病・体調不良 労働安全衛生
DNPの人的資本に関する主要データ

GRI 404: 研修と教育 2016 －

開示事項 掲載場所

404-1 従業員一人あたりの年間平均研修時間 DNPの人的資本に関する主要データ

人材開発・育成
統合報告書2023　P47

404-2 従業員スキル向上プログラムおよび移行支援プログラム

ー404-3 業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを受けている
従業員の割合

GRI 405:ダイバーシティと機会均等 2016 －

開示事項 掲載場所

405-1 ガバナンス機関および従業員のダイバーシティ 役員紹介
統合報告書2023　P64-66
DNPの人的資本に関する主要データ
ダイバーシティ＆インクルージョン

ー405-2 基本給と報酬総額の男女比

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」

100



GRI 406: 非差別 2016 －

開示事項 掲載場所

406-1 事業上の変更に関する最低通知期間 ー

GRI 407: 結社の自由と団体交渉 2016 －

開示事項 掲載場所

407-1 結社の自由や団体交渉の権利がリスクにさらされる
可能性のある事業所およびサプライヤー

人権・労働（人権への取り組み）
責任ある調達
統合報告書2023　P62-63

GRI 409: 強制労働 2016 －

開示事項 掲載場所

409-1 強制労働事例に関して著しいリスクがある事業所
およびサプライヤー

人権・労働（人権への取り組み）
責任ある調達
統合報告書2023　P62-63

GRI 408: 児童労働 2016 －

開示事項 掲載場所

408-1 児童労働事例に関して著しいリスクがある事業所
およびサプライヤー

人権・労働（人権への取り組み）
責任ある調達
統合報告書2023　P62-63

GRI 410: 保安慣行 2016 －

開示事項 掲載場所

410-1 人権方針や手順について研修を受けた保安要員 ー

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 411: 先住民族の権利 2016 －

開示事項 掲載場所

411-1 先住民族の権利を侵害した事例 ー

GRI 414: サプライヤーの社会面のアセスメント 2016 －

開示事項 掲載場所

414-1 社会的基準により選定した新規サプライヤー 

GRI 413: 地域コミュニティ 2016 －

開示事項 掲載場所

413-1 地域コミュニティとのエンゲージメント、
インパクト評価、開発プログラムを実施した事業所

責任ある調達（DNPの主な取り組み）
統合報告書2023　P62-63

企業市民
企業市民（DNPの主な取り組み）
統合報告書2023　P62-63

414-2 サプライチェーンにおけるマイナスの社会的インパクトと
実施した措置

責任ある調達（DNPの主な取り組み）
統合報告書2023　P62-63

413-2 地域コミュニティに著しいマイナスのインパクト
（顕在的、潜在的）を及ぼす事業所

ー

GRI 415:公共政策 2016 －

開示事項 掲載場所

415-1 政治献金 公正な事業慣行（DNPの主な取り組み）

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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GRI 416: 顧客の安全衛生 2016 －

開示事項 掲載場所

416-1 製品およびサービスのカテゴリーに対する
安全衛生インパクトの評価

製品の安全性と品質
統合報告書2023　P62-63

416-2 製品およびサービスの安全衛生インパクトに関する
違反事例

製品の安全性と品質
統合報告書2023　P62-63

GRI 417: マーケティングとラベリング 2016 －

開示事項 掲載場所

417-1 製品およびサービスの情報とラベリングに関する要求事項 環境報告書2023　P20

ー417-2 製品およびサービスの情報とラベリングに関する違反事例

ー417-3 マーケティング・コミュニケーションに関する違反事例

GRI 418: 顧客プライバシー 2016 －

開示事項 掲載場所

418-1 顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して
具体化した不服申立

ー

改訂履歴
2023年12月初版発行
2024年8月改訂（P13,21,42,43,92）

環境 社会 ガバナンス 社外からの評価 GRI内容索引

サステナビリティトップ トップメッセージ マテリアリティの特定 サステナビリティ・マネジメント DNPの考えるCSR「3つの責任」
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